
１ 平成１９年度決算に基づく健全化判断比率 

 

(単位：％) 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － ４．８ ３３．１ 

(１１．２５) (１６．２５) ( ２５ ) ( ３５０ ) 

備考 

１ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率が算定 

されない場合は「－」。 

２ 括弧内は相模原市における早期健全化基準。 

 

 

２ 平成１９年度決算に基づく公営企業の資金不足比率 

 

(単位：％) 

特別会計の名称 資金不足比率 

相模原市下水道事業特別会計 
―    （ ２０ ）

赤字となっていない 

相模原市簡易水道事業特別会計 
―    （ ２０ ）

赤字となっていない 

相模原市農業集落排水事業特別会計 
―    （ ２０ ）

赤字となっていない 

備考 

１ 資金不足比率が算定されない場合は「－」。 

２ 括弧内は相模原市における経営健全化基準。 

 



健全化判断比率及び資金不足比率の概要について 

 

１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

  平成１９年６月に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地方

自治体が財政の健全性を判断するための指標（健全化判断比率）と、公営企業ごとに経営状

況を明らかにする指標（資金不足比率）の公表が、平成１９年度決算から義務付けられまし

た。また、平成２０年度決算からは、この各指標が一定の基準以上になった場合は、財政の

早期健全化や財政の再生を図るための計画作成等も必要になります。 

２ 財政の早期健全化・再生 

（１）実質赤字比率 

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

（２）連結実質赤字比率 

全会計（財産区特別会計を除く）を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財

政規模に対する比率 

（３）実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

（４）将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

  早期健全化段階 再生段階 

実質赤字比率 
0％ 11.25％ 20％ 

連結実質赤字比率 
0％ 16.25％ 30％ 

実質公債費比率 
0％ 25％ 35％ 

将来負担比率 
0％ 350％ 

対象外 

※１ 

財
政
健
全
化
団
体 

財
政
再
生
団
体

※２ 相模原市（赤字なし） 

相模原市（赤字なし） 

相模原市（4.8％） 

相模原市（33.1％）

※１ 財政健全化団体 ⇒ 財政健全化計画の策定・公表 

※２ 財政再生団体  ⇒ 財政再生計画の策定・公表、再生計画に対する国の同意及び地方債

の起債の制限 



３ 公営企業の経営健全化 

資金不足比率 

公営企業会計※３を対象とした資金不足額の事業規模に対する比率 

資金不足比率 

0％ 20％ 
下水道事業特別会計（不足なし） 

簡易水道事業特別会計（不足なし） 

農業集落排水事業特別会計（不足なし） 

経営健全化団体
※４ 

※３ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における公営企業会計とは、地方公営企業法

第２条又は地方財政法施行令第３７条に定められた公営企業に係る特別会計が対象となる。 

※４ 経営健全化団体 ⇒ 経営健全化計画の策定・公表 



健全化判断比率及び資金不足比率の対象について 

 
 
 
 
 

うち 

公営企業会計 

・下水道事業 
・簡易水道事業 
・農業集落排水 
事業 

・母子寡婦福祉資金 

貸付事業 

普通会計 

公営事業会計 

特別会計 

一般会計 

実
質
赤
字
比
率 

・国民健康保険事業 

・老人保健医療事業 

・自動車駐車場事業 

・介護保険事業 

 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

一部事務組合・広域連合 

・県後期高齢者医療広域連合 

※公営企業会計

ごとに算定 

資
金
不
足
比
率 

将
来
負
担
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

地方公社 

・相模原市土地開発公社 

第三セクター等 

・(株)神奈川食肉センター 

・(福)相模原市社会福祉協議会 

・(財)相模原市都市整備公社 


